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食料・農業・農村基本法見直し検討
○ 全ての農政の根幹である食料・農業・農村基本法について、世界的な食料情勢や、気候変
動、海外の食市場の拡大等の今日的な課題に対応していく必要があるため、制定後約20年間
で初めて、総合的な検証を行い、見直しに向けた検討を開始。

〇 食料・農業・農村政策審議会に基本法検証部会を設置し、食料、農業及び農村に係る基本
的な政策の検証及び評価並びにこれらの政策の必要な見直しに関する基本的事項に関するこ
とを調査審議した結果として、９月に答申を取りまとめ。

（※名簿は五十音順）

食料・農業・農村政策審議会基本法検証部会委員名簿

（委 員）
磯崎 功典 キリンホールディングス株式会社 代表取締役社長
井上 能孝 株式会社ファーマン 代表取締役
大橋 弘 東京大学 副学長
上岡 美保 東京農業大学国際食料情報学部国際食農科学科 教授
齋藤 一志 公益社団法人日本農業法人協会 副会長
高槻 亮輔 株式会社インスパイア 代表取締役社長
中嶋 康博 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授
中家 徹 一般社団法人全国農業協同組合中央会 会長
二村 睦子 日本生活協同組合連合会 常務理事
堀切 功章 キッコーマン株式会社 代表取締役会長ＣＥＯ
三輪 泰史 株式会社日本総合研究所 創発戦略センター エクスパート
柚木 茂夫 一般社団法人全国農業会議所 専務理事
吉高 まり 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

フェロー（サステナビリティ）
東京大学教養学部 客員教授

（臨時委員）
合瀬 宏毅 一般社団法人アグリフューチャージャパン

代表理事理事長 （元NHK解説委員）
清原 昭子 福山市立大学都市経営学部 教授
香坂 玲 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授
茂原 荘一 群馬県甘楽町長 全国町村会政調委員（経済農林部）委員長
寺川 彰 丸紅株式会社 代表取締役 副社長執行役員

生活産業グループ CEO
真砂 靖 TH 総合法律事務所 特別顧問

株式会社読売新聞グループ本社 監査役
山浦 昌浩 全国農業青年クラブ連絡協議会 会長 3
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食料・農業・農村政策審議会基本法検証部会取りまとめ（令和５年９月11日）概要
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食料・農業・農村政策審議会基本法検証部会取りまとめ（令和５年９月11日）概要
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食料・農業・農村政策審議会基本法検証部会 取りまとめ（令和５年９月11日）抜粋
〇食料安全保障の定義を見直し、国民一人一人に食料を届けるための食料システムを構築

食品アクセス（国民一人一人の食料安全保障、食品流通問題）
関係省庁・自治体等と連携し、国民全ての物理的・経済的・社会的側面での円滑な食品アクセスを確保するための施策を推進する。具

体的には、産地から消費地までの幹線物流の効率化や、地域ごとに、様々な食品アクセスに関する課題や実態を把握し、その課題解決
に向けて関係者や行政が連携する体制の構築を行う。また、消費地における地域内物流、特に中山間地域等におけるラストワンマイル
物流の強化等、食品流通上の課題への対応を強化していくほか、移動販売等の地域に応じた買い物支援の取組を支援する。
さらに、国民の健康な食生活を確保する立場から食品関連事業者やフードバンク等の役割を明確にするとともに、フードバンクやこども

食堂等の活動を支援する。

適正な価格形成のための施策
持続可能な食料供給を実現するためには、生産だけでなく、流通、加工、小売等のフードチェーンの各段階の持続性が確保される必

要があり、また、これが実現することは消費者の利益にもかなうものである。こうした持続可能な食料供給を実現する上では、需要に応じ
て生産された農産物等の適正な価格形成が必要であり、その実現に向けて、課題の分析を行いつつ、フードチェーンの各段階でのコスト
を把握し、それを共有し、生産から消費に至る食料システム全体で適正取引が推進される仕組みの構築を検討する。
また、適正価格について、消費者や事業者も含めた関係者の理解醸成に向けた施策も必要である。

食品産業の持続的な発展
食品産業の原材料調達先の多角化や国産原材料の利用促進、生産性の向上、輸出拡大、海外進出、事業継承の円滑化を推進し、そ

の体質強化・事業継続を図ることによって、消費者に食品や豊かな食文化を提供するとともに、原材料調達や製造工程等において持続性
に配慮した食品産業への移行を一層推進していく。

バリューチェーンの創出、新たな需要の開拓
国内市場の縮小や生産資材の高騰等、農業所得の確保への懸念が生ずる一方、健康維持・増進に寄与する食品等の機能性や、環

境配慮等の持続可能性が新たな価値として認識され、そういった価値観の多様化は今後も進むと見込まれることを踏まえ、食品産業や
観光業等の食に関わる多様な業態との連携やDXの推進など、新たな価値や市場の創造に向けた取組を推進する。
また、持続可能な食料供給の実現に資するバイオテクノロジーやデジタル技術等が発展していることを踏まえ、このような新しい技術の活
用や新しいビジネスモデルの育成を促進し、新たな需要を開拓していく。
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食料安定供給・農林水産業基盤強化本部「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」
に基づく施策の全体像（令和５年12月27日）抜粋
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食料安定供給・農林水産業基盤強化本部「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」
に基づく具体的な施策の内容（案）（令和５年12月27日）抜粋
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食料安定供給・農林水産業基盤強化本部「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」
に基づく具体的な施策の内容（案）（令和５年12月27日）抜粋
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食料安定供給・農林水産業基盤強化本部「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」
に基づく具体的な施策の内容（案）（令和５年12月27日）抜粋
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食料安定供給・農林水産業基盤強化本部「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」
に基づく具体的な施策の内容（案）（令和５年12月27日）抜粋
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食料安定供給・農林水産業基盤強化本部「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」
に基づく具体的な施策の内容（案）（令和５年12月27日）抜粋
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